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米国の証券・資産運用業界におけるソーシャルメディア活用の動向 

（要約） 
 

米国のリテール証券・資産運用業界で、フェイスブック・ツイッターなど「ソーシ

ャルメディア」の活用が進みつつある。従来、利用にあたって販売・広告規制を満た

すことが問題とされていたが、営業マン（投資アドバイザー）の発信内容を会社が管

理できるシステムの開発が進み、自主規制機構 FINRA も利用指針を示したことから、

大手証券においても自社の投資アドバイザーに営業目的での使用を認める動きがでて

いる。 
ソーシャルメディアの活用は今後さらに広がると見られている。その理由としては

①顧客サイドで急速に利用度が高まるので販売側も利用せざるを得ない、②米国投資

家はアドバイザーの選択にあたり知人の意見を重視する傾向が強いので交流ネットワ

ークが重要、③今後、老年層から若年層への資産移転が進む中で、投資アドバイザー

が新しい若年層顧客と接触するメディアとしても活用できる、④投信会社にとっては、

ファンド販売を担う投資アドバイザーの当メディア利用が高まるので、販売者とのコ

ミュニケーション手段としても重要、といったことが挙げられている。 
日本のリテール証券営業は米国と土壌が異なる（米国では投資アドバイザー個人の

力が強く、日本は会社主導である）ので米国と同一には考えられないが、会社として

ソーシャルメディアをどう活用するかを含めて検討の必要があろう。その際、米国の

ような新たな規制基準の制定も課題となろう。 
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はじめに 

 
フェイスブック、ツイッターなど「ソーシャルメディア」が世界的に急成長している。

中東民主化運動の起爆剤となったことは記憶に新しく、また東日本大震災後のコミュニケ

ーション手段としても大きな役割を果たした。 
このソーシャルメディアのビジネスへの活用に関連し、アメリカの大手証券会社は従来、

自社の営業マン（投資アドバイザー）が営業的に活用することを認めていなかった。 
その理由はコンプラインス上の問題にあった。すなわち、ソーシャルメディアへの情報

発信は証券規制上、他のコミュニケーション手段と同様に広告あるいは勧誘文書とみなさ

れるので、「発信した情報を記録・保存する義務がある」、「そのメディアを使って特定商品

の投資勧誘を行った場合には適合性規制が適用される」、「会社は自社傘下の投資アドバイ

サーのメディア使用を適切に監督する必要がある」といった問題である。 
 しかし、大手証券モルガンスタンレー・スミスバーニーは、自社投資アドバイザーによ

るソーシャルメディアへの発信状況を管理できる体制が整ったことをふまえて、11 年 5 月

に「11 年６月下旬から一部の投資アドバイザーによるソーシャルメディアの活用を解禁し、

半年以内には約 18,000 人の投資アドバイザー全員に認める」と発表した1。 
またフィデリティなど米国の資産運用会社は、投資家との直接コミュニケーションの手

段として、従来から会社アカウントでソーシャルメディアを活用している。 
 こうした状況を踏まえて、米国の証券・資産運用業界におけるソーシャルメディア活用

の現状・問題点・展望をまとめてみた。 
  

 
１．ソーシャルメディアとは何か  

 
ソーシャルメディアの定義は、インターネット、新聞・雑誌記事等に多数掲載されてい

る。幾つかの解説2を参考にさせて頂き、本稿の内容を意識しながら筆者なりに定義づけれ

                                                  
1 http://www.investmentnews.com/apps/pbcs.dll/article?AID=/20110525/FREE/110529962、

http://dealbook.nytimes.com/2011/05/25/tweet-on-the-street/ 
2 11年 7月 19日付日本経済新聞記事「新しい日本へ」の中の解説、インターネット上の用語検索「kotobank」
（朝日新聞社編集）中に掲載された「知恵蔵 2011 の解説」および株式会社アイキューのウェブサイト「日
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ば次の通りである。 
「ソーシャルメディアとは、インターネット上において複数のユーザーが双方向・多方

向で情報や意見を交換できる即時（リアルタイム）性の高いメディアの総称である。個人

の発信する情報が多数のユーザーに公開され、閲覧したユーザーが自分の意見・新たな情

報等を発信できるなど、互いのコミュニケーションを促す機能が用意され、人のつながり

を介して情報が拡散しながら伝達される点も特徴である。一般には、ツイッターやブログ

など閲覧者を制限しないオープンなサイトと、フェイスブックやミクシィなど会員制・招

待制のソーシャル・ネットワーキング・サービス（略称 SNS、日本語通称「交流サイト」）

に分けられる。」 
他のメディアを比較するともっと分かりやすいかもしれない。 
新聞・雑誌・テレビ・ラジオ等の伝統的マスメディアは、通常、情報発信者（新聞社や

放送局）から受信者（ユーザー）へ一方向で情報が流れるに止まり（ユーザーから即時的

に反応が発信されることはない）、ユーザー間の横のつながりもない。インターネットを介

する場合でもホームページやメールマガジンについてはほぼ同様なことが言える。これに

対しソーシャルメディアは、ユーザーが情報発信者にもなるため双方向・多方向であり、

ユーザー間の横のつながりもあることを特徴として指摘できよう。 
 
 

2．米国の証券・資産運用ビジネスにおけるソーシャルメディアの利用目的   
 
証券ビジネスあるいは資産運用ビジネスにおいて、ソーシャルメディアはどう活用でき

るのだろうか。種々の意見をふまえると次のようにまとめられると思われる。 
①フィナンシャルプランニング・ビジネスは顧客との人間関係の上に成り立っていること 
から、証券マンなどフィナンシャルプランナー（投資アドバイザー）が既存顧客との関係 
を深める手段として利用できる。 
②投資アドバイザーが自分の存在を広く多数の人に PR する、あるいはサイト上で既存顧客

の推薦を受けるなどにより、新規顧客を獲得する手段として利用できる。 
③証券会社が自社調査資源（レポート等）を幅広く認識してもらう手段として利用できる。

（ソーシャルメディアの特長である第三者の「共感」やコメントが付加されることで情報

に厚みが出る。） 
④ファンドを直接販売している投信会社など資産運用会社が、投資家と直接対話し、また

顧客を組織化する手段として活用できる。 
 
 
 
                                                                                                                                                  
本の人事部」掲載の「人事労務用語辞典」の解説を参考にさせていただいた。 
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３．米国における実際の活用状況 
 
（１）投資アドバイザーの利用状況調査 

 
アメリカンセンチュリー社（米国の資産運用会社で投信運用資産は 11 年 5 月末現在 912

億ドル）は、10 年から投資アドバイザー（自営業者のほか証券会社等へ勤務しているアド

バイザーをふくむ）を対象に「フィナンシャル・プロフェッショナルによるソーシャルメ

ディア利用状況調査（Financial Professionals Social Media Adoption Study）」を行ってい

る。10 年第 4 四半期に行った第 2 回調査（サンプル 303 人）の報告書3から幾つかの項目

を紹介すると次の通りである。 
 

①投資アドバイザーの 86％がソーシャルメディアを利用している。 
 「ソーシャルメディアにアカウントあるいはプロフィールを登録している」と答えた投

資アドバイザーは調査対象者全体の 86％に達し、前回調査（10 年第 1 四半期に実施）の

73％から 13％増加した。 
②ビジネス目的で利用するメディアはリンクトインが第 1 位 
利用しているソーシャルメディアとして挙げられたのは、1 位がフェイスブック（71％、

前回は 55％）、2 位がリンクトイン（55％、45％）、3 位がユーチューブ（23％、13％）、4
位がフォトシェアリングサイツ（20％、14％）、5 位がツイッター（19％、16％）であった。 

ただし利用目的別（「個人的目的」「ビジネス目的」「両方の目的」）に分けて見ると、ビ

ジネス目的で利用しているメディアとしてはリンクトイン4が圧倒的であり、回答者の 48％
が利用していた（「ビジネス目的」27％と「両方の目的」21％の合計）。一方、フェイスブ

ックは「個人的目的」が 53％を占め、「ビジネス目的」は 0％、「両方の目的」が 17％とな

っている。 
③利用頻度は 55％が「週数回以上」 
 利用頻度を聞くと「週 1 回未満が」45％、「週数回」が 31％、「1 日 1 回」が 14％、「1
日 2 回以上」が 10％となっており、週数回以上を合計すると 55％である。 
④ビジネス上の利用目的は「産業・マーケット情報の収集」が第 1 位 
 「ビジネス上の利用目的として重要な項目を三つ挙げてください」という設問に対する

答えとして多かったのは「産業・マーケットのニュースをフォローする」が 48％、以下「見

                                                  
3  https://www.americancentury.com/pdf/Financial_Professionals_Social_Media_Adoption _Study.pdf 
4 リンクトインは 11 年 5 月に株式公開され、1 株 93 ドル（公募価格の 2 倍）の値がつき、時価総額は一

時 80 億ドル（6400 億円＝年間利益の 554 倍）に達した。ソーシャルメディア株は、次のグーグル、アマ

ゾンと目されており、フェイスブックは未公開株市場での取引価格から換算すると時価総額 800 億ドル（6

兆 4 千億円）とも言われている（http://www.nytimes.com/2011/05/23/technology/23linkedin.html）。 
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込客・既存顧客など顧客に関する情報収集」が 45％、「専門家のコメントや見方を読む」が

43％、「自分の顧客に関連するニュースやコンテンツをシェアする」が 28％、「ビジネス促

進、ブランド構築」が 27％となっている。まだビジネス促進のために利用する度合いは低

い。 
⑤利用阻害要因は規制・コンプライアンス問題 
 「ソーシャルメディアをビジネス目的で利用することについて最も心配なことは何か」

という質問に対する答えとして最も多かったのは「規制あるいはコンプライアンス問題」

で 38％を占めた。二番目は「（実名を出すことによる）プライバシーの侵害」で 26％、三

番目は「オフィスあるいはホームオフィスでのソーシャルメディア使用禁止」が 15％であ

った。ただし前回調査に比べると一番目の規制・コンプライアンス要因は 47％から 38％へ

低下し、二番目のプライバシー要因は 21％から 26％へ上昇した。 
⑥勤務先会社がソーシャルメディアの利用方針ないしはガイドラインを制定しているケー

スは 53％ 
 「あなたが勤務している会社はソーシャルメディアの利用方針またはガイドラインを公

式に制定しているか」との質問に対しては 53％が「イエス」と答え、「ノー」は 37％、「分

からない」が 10％であった。 
⑦ソーシャルメディアは将来伸びると考えるアドバイザーが 56％ 
 ソーシャルメディアの将来性については、56％の回答者が「大きな可能性を持った新し

いトレンドである」と答え、また 41％が「自分達のビジネスに有用だ」と考えている。こ

の比率は前回調査ではそれぞれ 44％、26％であったから、投資アドバイザーのソーシャル

メディアに対する評価は大きく高まっているといえよう。 
⑧資産運用会社のソーシャルメディア活用については好意的 
本調査を実施したアメリカンセンチュリー社は投信などを運用する資産運用会社である

ので、「資産運用会社が顧客との交流にソーシャルメディアを活用することについて投資ア

ドバイザーはどう感じているか」を聞いている。その結果、「結構なことだ」「重要だ」な

ど肯定的な答えが 47％、「して欲しくない」「プロのやることではない」など否定的回答が

30％であった。また「投資アドバイザーが資産運用会社からソーシャルメディア経由で得

たい情報」としては、「最新の金融・マーケット情報」が挙げられていた。 
⑨リンクトインで 101 人以上のフォロワーを持つアドバイザーが 30％以上 
 ソーシャルメディアを利用している投資アドバイザーに、大体何人位のフォロワーまた

はフレンズを持っているかを聞いたところ、図１が示すとおり利用メディアによって大き

な差があることが分かった。調査を実施したアメリカンセンチュリー社では「101 人以上の

フォロワーまたはフレンズを持っているのはフェイスブック利用者で約 60％、リンクトイ

ン・ツイッター利用者で 30％強」とまとめている。 
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〔図１〕メディア別のフォロワーまたはフレンズ数

　　　　（注）「フォロワー数不明」などの回答があるため合計は100%にならない。
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⑩使用ハードはパソコン中心だが、モバイルも 5 割超 
 最後にソーシャルメディアへアクセスする手段（ハード）について聞いたところ、パソ

コンが 8 割以上を占めているが、スマートフォンが 59％、Ｉ（アイ）パッド・タブレット

などが 20％と、モバイル装置も 5 割を超えている。  
 

 

〔図2〕使用ハードウェア
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（２）モルガンスタンレー・スミスバーニーなど証券会社の新しい動き 
  
前述の投資アドバイザーの利用状況調査において、「ビジネス促進」などのためにソーシ

ャルメディアを利用していると答えたのは個人経営の投資アドバイザーないしは中小証券

会社等に勤務するアドバイザーであったと推定される。なぜなら米国の大手証券会社は今

まで自社の投資アドバイザーが営業目的でソーシャルメディアを活用することを認めてい

なかったからである。その理由は「会社が投資アドバイサーのメディア使用を適切に監督

する必要がある」などの証券規制との関連にあった（規制については別項で詳述する）。 
 しかし、11 年 5 月にモルガンスタンレー・スミスバーニーは、自社の投資アドバイザー

のソーシャルメディアへの発信状況を管理できる体制が整った5として、ソーシャルメディ

アの活用を解禁すると発表した。 
 すなわち 6 月下旬に先ず成績優秀者 600 人のアドバイザーに認め、半年以内には残りの 
17,800 人の投資アドバイザー全員に解禁するとしている。ただし、対象 SNS（ソーシャル・ 
ネットワーキング・サービス）はリンクトイン、およびツイッターの一部利用に限定され 
ており、フェイスブックは「用途があまりに多様で公私の区別もつきにくい」として、利 
用許可が先延ばしにされている（フェイスブックに個人的にアカウントを設けることは可 
能だが、自分が投資アドバイザーであることを明かすことはできない）。そして対象 SNS 
に発信できる内容はかなり限定的である。すなわちリンクトインについて投資アドバイザ 
ーが自分のプロフィールを公開することが可能となるが、ツイッターへの投稿等について 
は会社の事前承認を受けた内容（会社が過去に発表した経済・産業動向などの更新情報で 
“status update”と呼ばれるものなど）に限るとしている6。 
 一方、独立系証券会社のセキュリティース・アメリカは、1,800 人の登録外務員全員に対

し 11 年 7 月からソーシャルメディアの利用を解禁すると発表した。 
同社の場合はモルガンスタンレー・スミスバーニーより自由度が高い。すなわち登録外

務員は事前にソーシャルメディアの利用法やコンプライアンス遵守についての講習を受け

た上で、自己プロフィール紹介や市場コメントなどの投稿については会社の法務部門の事

前承認を受ける必要があるが、閲覧者からの質問に対する回答など対話（interactive）と

みなされる投稿については会社の事前承認を必要としない。対話投稿は会社法務部門によ

る事後チェックの対象となり（筆者注：対話的投稿について事後チェックとすることは、

後述するように規制上認められている）、もし問題点が発見されれば会社の方針に沿って当

該外務員と協議し、投稿を削除するという方式を取る7。 
     
                                                  
5 モルガンスタンレー・スミスバーニーは、管理ツールとして Socialware Inc.が最近売り出したソフトウ

ェア Voices などを使用すると伝えられる（http://www.investmentnews.com/article/20110529/ REG/ 
305299967）。 

6 http://www.investmentnews.com/article/20110529/REG/305299967。 
7 http://www.echelonbusinesssolutions.com/blog/bid/70585/Securities-America-Partners-with- 

Socialware-for-Compliance-Solutions 
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（３）資産運用会社の利用状況 
  
資産運用会社のソーシャルメディア利用状況については、二つの調査報告がある。 
一つは米国の資産運用業・保険業のコンサルティング会社である kasina,LLC が米国の資

産運用会社および保険会社 41 社を対象に 11 年 3 月に行った調査である。 
それによると、調査対象会社のうち 80％が何らかの形でソーシャルメディアを利用して

おり、この比率は昨年調査の 48％から急上昇した。ただし大多数の会社は「名前を出して

いるだけ」という消極的利用であり（その理由として「コンプライアンス上の制約」を挙

げる会社が多い）8、積極的に利用している会社との間に大きな活用度の差がある。kasina
社が発表している「資産運用分野におけるソーシャルメディア活用度ランキング・ベスト 5
社」に入った会社は、バンガード、フィデリティ、TIAA-CREF、iShares、ハートフォー

ドであり9、投信の直販や個人向け資産運用業務を原点としている会社が多い。これらの会

社は投資家との対話を持つためにソーシャルメディアを積極的に活用している。たとえば

バンガード社は、ツイッターやフェイスブックを通じ、自社フォロワーに質問を投げかけ

たり、レスポンスを返したりしているという。 
資産運用分野におけるもう一つの調査は、ロンドンに本拠を持つコミュニケーションサ

ービス会社 MHP コミュニケーションが米・英・欧など 100 の資産運用会社を対象に行い、

11 年 7 月に結果が報道10された「MHP Asset Management Social Media Survey 2011」で

ある。 
それによると 96％の会社がリンクトインに社名を出している。ただし大多数の会社は、

リンクトインにアカウントを持つ職員が自分の勤務先を公表している結果として会社の名

前が現れているだけであって、会社のペ－ジは誰もメンテナンスしていないケースもある

という。そしてツイッターでツイートしている会社は35％、ユーチューブ活用会社は29％、

フェイスブック活用会社は 11％に過ぎない。またツイッターで多くのフォロワーを持つ上

位 5 社はピムコ 24,016 人、フィッシャー・インベトメンツ 12,748 人、バンガード 10,320
人、フィデリティ 9,578 人、パトナム 2,210 人となっている。 
ソーシャルメディアについては、会社従業員の「仕事」と「プライベート」の間の区別

が薄いので、多くの資産運用会社は無意識のうちにソーシャルメディアに参画しているケ

ースが多い。前述の調査実施会社 MHP 社のフォレスト取締役は「資産運用会社にとってい

ま必要なことは、積極的に（意識的に）ソーシャルメディアを通じ自社の評判を高めるこ

とである」と指摘している。 
    

 

                                                  
8 http://www.investmentnews.com/article/20110523/FREE/110529981 
9 http://kasina.com/blog/2011/05/vanguard_fidelity_tiaacref_hea.html 
10 http://www.ft.com/cms/s/0/3fcffe0a-a1aa-11e0-b9f9-00144feabdc0.html#axzz1UnGCZtLD 
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４．ソーシャルメディア活用に当たっての問題点 
 
（１）規制への対応 
 
 前述の調査結果にも示されているように、米国の証券会社や資産運用会社がソーシャル 
メディアの活用をためらう最大の要因は規制違反への懸念である。 
具体的には 1934 年証券取引所法にもとづく FINRA（金融取引業規制機構＝以前の 

NASD（全米証券業協会）と NY 証券取引所の自主規制部門とが 2007 年に合併して生まれ

た証券自主規制機関）の NASD 規則等との関連である。すなわち、ソーシャルメディアへ

の情報発信は NASD 規則上、他のコミュニケーション手段と同様に広告あるいは勧誘文書

とみなされるので、「発信した情報を記録・保存する義務がある」、「そのメディアを使って

特定商品の投資勧誘を行った場合には適合性規制が適用される」、「会社は自社傘下の投資

アドバイサーのメディア使用を適切に監督する必要がある」といった問題がある。 
 FINRA は、90 年代末から証券外務員によるインターネットの活用等に関し会員向けにガ 
イダンスを出してきたが、ソーシャルメディアの広がりにともない、その利用に関する問 
合わせが増加したため、09 年 9 月にソーシャルネットワーキング・タスクフォースを組成 
して検討を進めた。そして 10 年 1 月に、検討結果を Q&A 形式で「ソーシャルメディアの 
利用に関するガイダンス」として発表した11。全体に流れている問題意識は二つあるといわ 
れる。第一に投資家が誤った、あるいはミスリーディングなプレゼンテーションから守ら 
れるか、第二に会社が社員たるフィナンシャルアドバイサーのソーシャルメディアへの参 
加を効果的かつ適切に監督できるかという点である12。 
本ガイダンスは、具体的には前記「」書きの三点のほか、やや技術的問題として次のよ

うな事項を規定している（ポイントのみ記載）。 
・ソーシャルメディア・サイト（SMS）に掲載する人物プロフィールや履歴、ウォール（筆

者注：フェイスブック上で自分の近況や写真、リンク、動画を投稿し発信する場所）情報

などの静的コンテンツ（static contents）については、投稿前に各社の登録監督者（registered 
principal）が事前承認を与えなければならない。 
・一方、ツイッターやフェイスブックなどのサイトにおける双方向投稿のような非静的・

リアルタイムのコミュニケーションについては、双方向電子フォーラムとして取り扱われ

るので、登録監督者による事前承認の必要はなく事後点検でも良い。事後点検方法として

は、一部抽出（サンプリング）調査や、レキシコン探索（lexicon-based search）などがあ

る。（筆者注：レキシコン（語彙集）探索とは、問題を引き起こしそうな要注意（sensitive）
語句集をあらかじめ作っておき、コンピューター探索によりその語句が使用された電子コ

                                                  
11 Regulatory Notice 10-06  ”Social Media Web Sites, Guidance on Blogs and Social Networking Web 

Sites” http://www.finra.org/web/groups/industry/@ip/@reg/@notice/documents/notices/p120779.pdf 
12 http://www.investmentnews.com/article/20110424/REG/304249977 
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ミュニケーションをピックアップする方法である）。 
・会社は、SMS にビジネス目的で参画する会社関係者（登録外務員等）について、そうし

た活動をするにふさわしいバックグラウンドを持っている者に限定し、必要な研修を受け

させなければならない。 
・会社またはその役職員が設けた SMS への顧客または他の第三者によるコンテンツの投稿

については、一般論として「会社または当該役職員による公衆とのコミュニケーション」

とは見做されない。したがって監督者の事前承認、コンテンツおよび届出に関する要件は

適用されない。ただし、会社またはその役職員が当該投稿に対し金銭を支払っていた場合

や、投稿前のコンテンツ準備に関わっていた場合など、会社が当該コンテンツの作成に関

与、または当該コンテンツを保証（endorse）または承認（approve）していた場合には、

会社または役職員による公衆とのコミュニケーションと見做される。 
以上が 10 年 1 月発表のガイダンスの概要であるが、FINRA のタスクフォースはこのガ

イダンス発表後も、ソーシャルメディアの利用に関し新たな問題点の検討を行い、11 年 8
月に追加ガイダンスを発表した13。その位置づけは 10 年 1 月発表のガイダンスを補足する

ものである。すなわち前ガイダンスで触れていなかった事項や細則的事項を追加するとと

もに、急速に普及しているスマートフォン等の利用について新たに記述している。たとえ

ば「インターネット上の第三者のサイトに自社のロゴを大きく掲載した場合などは、“共同

ブランド（co-brand）”として会社は当該第三者サイトの内容について責任を負う」、「会社

役職員など会社の関係者がスマートフォンやタブレットなど個人保有機器を使ってビジネ

ス目的のコミュニケーションを行うことは認められる。もちろん会社はそのコミュニケー

ションを保存・引出し・監督できるようにしておかねばならない」といったことが盛り込

まれている。 
以上の FINRA の動きのほか、証券取引を監督する政府機関である SEC（証券取引委員

会）も、ソーシャルメディアに関心を深めていると伝えられる14。 
  
（２）そのほかの問題点 

 
なお、ソーシャルメディアの利用については、一部に規制以前の問題点も指摘されてい

る。すなわち、米国においても「50～60 歳の典型的投資アドバイサーや、その典型的顧客

（やはり 50～60 歳代）が、資産運用について検討するためにリンクトインやツイッターを

使いたいと思うだろうか？」といった疑問15や、「メディアに実名を出すことに関するリス

クを感じたり、それへの懸念を持っている人が多い（10年4月にChubb Group of Insurance 

                                                  
13 「Regulatory Notice 11-39 “Social Media Websites and the Use of Personal Devices for Business 
Communications，Guidance on Social Networking Websites and Business Communications”」
http://www.finra.org/web/groups/industry/@ip/@reg/@notice/documents/notices/p124186.pdf 
14 http://www.investmentnews.com/article/20110515/REG/305159994 
15 http://www.investmentnews.com/article/20110529/REG/305299967 
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Cos がスポンサーとなって行った調査によると、SNS で常に本名を使用している人は 51％
に過ぎなかった16）」という指摘がある。 
 
 
5．今後の展開 
  
前述のような問題・懸念はあるものの、証券や保険の販売につながる投資助言業務ある

いは資産運用ビジネスにおいて、コミュニケーション深化手段としてのソーシャルメディ

アの利用は益々進むと見る向きが大勢を占めている。 
その理由としては、①顧客サイドで急速に利用度が高まるので、金融サービス業者もコ

ミュニケーション手段として使わざるを得ないこと、②米国の投資家は新たに投資アドバ

イザーと契約する際、広告やブランドよりも信頼できる知人の意見を重視する傾向が強い

ので、口コミ・交流ネットワークとしてのソーシャルメディアが重要なこと、③今後、老

年層から若年層への資産移転が進む中で、投資アドバイザーはソーシャルメディアを通じ

て新しい若年層顧客と接触できること、④投信会社についていえば、投信販売を担う投資

アドバイザーのソーシャルメディアの利用が高まるため、販売者とのコミュニケーション

手段としても重要になること、などが指摘されている。 
こうした状況下で米国では、金融機関向けに、各社傘下の投資アドバイザーのソーシャ

ルメディア利用を管理するためのサービスツール提供を行うベンダー会社が次々と現れて

いる。 
また、「投資アドバイザーはソーシャルメディアをどう有効活用すべきか」といったコメ

ントも多く発表されている。専門家の 1 人である米国アンドリー・メディア・アンド・コ

ンサルティング社（証券会社および登録外務員に対しソーシャルメディアの利用等に関す

る助言を行う会社）の Kristin Andree 社長は、「投資アドバイザーが新規顧客の獲得や既存

顧客の保持のためにソーシャルメディア戦略に盛り込むべき要素」として、次の７つを挙

げている17。 
 

①自分が勤務している会社のソーシャルメディア利用方針について明確な理解を持ち、も

し会社が利用方針を制定していなかったら、その制定を求めること。 
②的確で読みやすく、かつ自分を投資アドバイザーとして際立たせるようなプロフィール

を掲載すること（筆者注：この点に関連し、別の専門家の１人であるインターラクティブ・

アドバイザー社の TJ Gilsenan 社長は「ソーシャルメディアは大きなカクテルパーティの

ようなものである。自分が知り合いになりたい人物がいたら、とにかく自己紹介すること

が重要だ」と述べている18）。 
                                                  
16 http://www.chubb.com/corporate/chubb11878.html 
17 http://www.investmentnews.com/article/20110424/REG/304249977 
18 http://www.financial-planning.com/blogs/twitter-facebook-social-media-2671879-1.html 
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③自分が持つ「人のネットワーク（顧客、自分に影響力をもつ人物、プロおよび業界の接

触先）」についてのしっかりしたデータベースを持つこと 
④顧客獲得の目標とする市場（業種・職業・所得水準・宗教・地域など）を明確にするこ

と 
⑤自分の目標市場に属する新規顧客を紹介してもらえそうな既存顧客（その市場において

人的ネットワークを持っている顧客）のリスト作成など、目標を明確化した調査の実施 
⑥自分の接触顧客と情報を共有し、また接触顧客が自分の名前と顔を忘れないようにする

ために、ネットワーク上の情報を定期的に更新すること（多くの証券会社が自社傘下の投

資アドバイザーが利用できるよう事前承認済み（pre-approved）の更新情報を提供してい

るのでこれを利用すればよい）。 
⑦新規顧客の獲得および既存顧客との関係強化のための時間（ふつう 30 分程度で十分）を

持つよう、週単位でスケジュール化しておくこと。 
 
 
 
６．日本への示唆 
 
以上のような米国の動向が、日本の金融サービス業界に示唆するものは何だろうか。 

先ず、投信など証券の販売について、日本の証券会社・銀行等の営業担当者の働く土壌が

アメリカと違うことを認識しておく必要があろう。 
良く知られているように、アメリカの証券営業マンは、地域に根ざした転勤のない（日

本でいえば損保代理店的）土着型投資アドバイザーであり、報酬も歩合が基本である。し

たがって個人的に顧客との関わり合いが深く、「顧客は自分個人の顧客であって会社の顧客

ではない」という色彩が強い。それだけに投資アドバイザーは新規顧客の開拓も既存顧客

の管理も個人の力でやらなければならない。そのためソーシャルメディアへの発信も個人

で積極的に行うことになり、会社はそれを管理するという立場になることが多い。 
 以上のアメリカの状況に対し、日本の場合は社員の転勤が多く、営業活動も個人単位と

いうより会社単位で行われることが一般的である（最近一部の会社で転勤のない地域密着

型の営業担当者制度も導入されつつあるが・・・）。 
 これらをふまえると、ソーシャルメディアの活用について日本の金融サービス業界が（既 
に一部で利用が始まっているが）検討しておくべきことは次のような事項かと思われる。 
①日本でも（米国のように）証券会社や銀行などが、会社として社員のソーシャルメディ 
ア利用を監督する必要があるのか、あるとすれば如何に監督するのかを検討する必要があ 
ろう。 
②証券会社や銀行などは、会社としてソーシャルメディアをどう活用するのか。 
③資産運用会社についても、会社としてソーシャルメディアをどう活用するのかを検討す
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る必要があろう。投信が主に証券会社・銀行等を通じて間接販売されている中で、米国の

ように投信会社が「顧客と直接コミュニケーションを図る手段として活用する」ことも考

えられよう。 
なお、上記①②③のいずれについても、販売・広告規制との関連を考慮する必要がある。

現在は、たとえば日本証券業協会や投資信託協会の「広告等に関する指針（ガイドライン）」

の中に「インターネット広告等について」の項目があるが、触れているのはバナー広告や

ホームページについてである。ソーシャルメディアの利用について将来的にはアメリカの

ような新たなガイドライン等が必要になるかもしれない。この点については、既に日本証

券業協会において検討が進んでおり、検討にあたっての留意点として「①協会員が SNS に

より正しい情報を発信しても、当該情報が伝播していく過程において、第三者により内容

が改変されるおそれがあり、その結果、市場や投資家に影響を与えてしまう懸念もあるこ

とから、SNS による情報に関する投資家等への啓発や注意喚起等も必要であること、②SNS
のような新たなツールの開発・利用は技術革新であり・・・建設的に議論すべきであるこ

と」が挙げられている19。 
 
 

                                                  
19 2011 年 6 月 14 日会長記者会見資料７ 


